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令和２年度７月補正予算の概要 

～新型コロナウイルス感染症対策補正予算（第４弾）～ 

京  都  市 

 

今回の補正は，引き続き検査体制の強化，感染拡大防止対策に万全を期すとともに，

厳しい状況にある京都経済の回復と市民生活の下支えを行う。あわせて，ウィズコロナ

社会においても，安心・安全な市民生活を実現するための施策を実施する。 

  

１ 補正予算の規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 補正予算の概要 

⑴ 第２波，第３波に備えた検査体制の強化，感染拡大防止対策（一般会計） 

  ２，８２７，０００千円 

① 検査体制の強化 

 全自動ＰＣＲ装置の導入による検査体制の強化など 

② 感染予防・拡大防止対策 

 避難所，社会福祉施設，市所管施設や健診，救急活動などにおける対策の強化 

③ 「支え合い基金」等を活用した医療機関，社会福祉施設等への支援金の創設 

⑵ 京都経済の回復と市民生活の下支え（一般会計）   ６，２０４，０００千円 

① 消費・需要回復の下支え 

業界等が一体となった活性化支援事業，伝統文化との融合などによる花需要等

の喚起支援，衛生対策等の徹底による安心・安全の確保と地域との調和の実現に

向けた「新しい観光スタイル」の推進，ウィズコロナ社会に対応した安心・安全

の確保等による修学旅行の中止等回避対策など 

 

（単位：百万円）

補正前の規模 補　正　額 補正後の規模

1,019,769 16,271 1,036,040

うち増額分 17,647

うち減額分 △ 1,376

148,808 △ 10 148,798

28,658 23 28,681

うち増額分 219

うち減額分 △ 196

77,277 78 77,355
うち増額分 91
うち減額分 △ 13

今回補正しない特別会計 645,820 - 645,820

1,920,332 16,362 1,936,694

うち増額分 17,957
うち減額分 △ 1,595

合　　　　　計

自動車運送事業特別会計

高速鉄道事業特別会計

会　　計　　名

一般会計

介護保険事業特別会計
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② ウィズコロナ社会における担い手確保・育成等支援 

    事業継続に向けた中小企業等担い手確保・育成支援事業，雇用情勢の悪化を契

機とする社会福祉施設の担い手確保対策 

③ ウィズコロナ社会への変革支援 

    「新しい生活スタイル」対応のための衛生対策等支援，宅配・テイクアウトの

利用等に係るプラスチック削減の推進など 

   ④ 困りごとを抱えた方への支援の充実 

    住居確保給付金支給事業，ひとり親世帯への臨時特別給付金の支給，子ども食

堂等との連携による子どもの見守り強化など 

⑶ ウィズコロナ社会における安心安全と市民生活の両立支援（一般会計，自動車運

送事業特別会計，高速鉄道事業特別会計）      ７，４８９，７１１千円 

① 子ども・学生の学びの保障 

学校再開に伴う学習保障等のための人的体制整備，学校園の感染症予防対策を

はじめ関連する学習環境整備，ＧＩＧＡスクール構想の早期実現，大学におけ

る学生支援強化特別対策事業など  

② ウィズコロナ社会における福祉・地域コミュニティ・文化芸術の変革支援 

ウィズコロナ社会における安心安全な社会福祉施設の環境整備，地域コミュニ

ティ活性化に資する新たな住まい創出支援事業，ウィズコロナ社会における「京

都市文化芸術総合支援パッケージ」など 

③ 地域公共交通への支援 

地域公共交通における感染拡大防止・運行維持確保緊急対策事業など     

⑷ 新型コロナウイルス感染症対策予備費（一般会計）   １，４３７，０００千円 

当初予算の見直しにより捻出した財源を活用した新型コロナウイルス感染症の第 

２波，第３波に備えた予備費の計上  

⑸ 当初予算の見直しによる財源の捻出（一般会計，介護保険事業特別会計，自動車

運送事業特別会計，高速鉄道事業特別会計）    △１，５９５，７１１千円 

⑹ 財源更正（一般会計） 
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３ 補正予算の内容 

 ⑴ 第２波，第３波に備えた検査体制の強化，感染拡大防止対策 

＜一般会計 ２，８２７，０００千円＞ 

① 検査体制の強化 

（保健福祉局） 

 新型コロナウイルス感染症に係る検査体制の強化 ４８，０００千円 

検査可能件数の増大，効率化を図るため，全自動ＰＣＲ装置を新たに購入する。

また，検体回収業務等に係る輸送体制を整備する。 

② 感染予防・拡大防止対策 

（行財政局） 

避難所における更なる感染拡大防止対策 市独自 ２６８，０００千円 

災害時の避難所における「三つの密」回避のため，ホテルの空き部屋を避難所

として活用する仕組みを構築し，ホテル事業者の地域貢献にもつなげる。また，

全ての避難所においてソーシャルディスタンスを確保するため，間仕切りテント

等を備蓄するとともに，防災情報システム等の機能を強化するなど，コロナ禍に

おける避難対策の更なる充実を図る。 

 

（保健福祉局・子ども若者はぐくみ局） 

社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策 

５７３，５００千円 

社会福祉施設等における，マスクや消毒液，非接触型体温計等の衛生物資の確

保や，職員の研修受講など，感染症対策の徹底を図りながら事業を継続的に実施

していくための支援を行うとともに，災害時の福祉避難所の感染症対策にも万全

を期すため，衛生物資等の備蓄を行う。 

・社会福祉施設等  ５３７，７００千円 

・福祉避難所     ３５，８００千円 

 

障害福祉サービス事業所，児童養護施設等に対するサービス継続支援 

１２７，５００千円 

感染機会を減らすため，通所系サービスの利用者を居宅において支援した際に

発生する人件費等の追加経費や，児童養護施設等の事業継続に必要な職員確保に

要する経費，オンライン授業の環境整備のための経費等について支援する。 

・障害福祉サービス事業所  ３０，０００千円 

・児童養護施設等      ９７，５００千円 
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（保健福祉局） 

要介護認定の専従訪問調査員への慰労金支給 市独自 ５，０００千円 

本市からの委託に基づく，要介護認定訪問調査に専ら従事する調査員は，国の

「介護施設・事業所に勤務する職員に対する慰労金の支給」の対象者と同様に，

新型コロナウイルスの感染リスクを抱えながらも業務に従事されているが，国の

慰労金の対象に含まれないことから，本市独自に，専従の調査員１人当たり５万

円を支給する。 

 

感染予防対策に係るリスクコミュニケーション事業 市独自 ２，０００千円 

新型コロナウイルス感染症の第２波，第３波に備え，動画配信による予防啓発 

を行うとともに，医療機関や社会福祉施設等での集団感染を防止するため，感染

症対策の専門家が施設内の生活空間等の区分けや感染防御方法について，実地指

導を行う。 

 

介護保険施設等職員向け研修の実施 市独自 １，０００千円 

感染予防及び感染者が発生した場合の感染拡大防止の取組等について，クラス 

ター対策の専門家等を講師に招き，介護保険施設等職員に対するオンラインによ

る感染症対策研修を行う。 

 

（保健福祉局・子ども若者はぐくみ局） 

保健福祉センターでの健診業務等における感染症対策 市独自   

１７，０００千円 

乳幼児健康診査やがん検診など，休止していた保健福祉センターでの健診業務

等について，感染症対策を講じた上で再開するため，医療用手袋やフェイスシー

ルド等を確保する。 

 

（消防局） 

救急活動における感染防止対策 市独自 ２０，０００千円 

救急活動における新型コロナウイルス感染症対策に万全を期すため，感染防止

用器材の備蓄を増強する。 
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（行財政局・文化市民局・子ども若者はぐくみ局・教育委員会） 

市所管施設における感染拡大防止対策 市独自 ６４，０００千円 

文化施設をはじめとする市所管施設について，感染防止対策に万全を期すため，

混雑緩和や安心・計画的な利用に資する事前予約システムの導入や，空調・換気

設備の改修，非接触型体温計の配備等を行う。 

・事前予約システム等 

(京都市京セラ美術館・こどもみらい館(こども元気ランド)等) 

１９，０００千円 

・空調・換気設備の整備（京都芸術センター・青少年科学センター) 

２４，０００千円 

・非接触型体温計の配備（施設全般）          ２１，０００千円 

 

（総合企画局・文化市民局・産業観光局） 

本市所管施設の利用キャンセルに伴う利用料の還付 市独自 

４０４，０００千円 

【令和 2年度 5 月補正予算 329 百万円→7月補正後 733 百万円】 

施設の利用自粛や一時閉鎖により利用キャンセルとなった場合の利用料につ

いて，全額還付または支払いを免除する。 

 ＜局別内訳＞                       

 

 

 

 

 

（保健福祉局） 

高齢者の窓口混雑解消のためのインフルエンザ予防接種自己負担区分証明書の

全面郵送申請化 市独自                ７７，０００千円 

毎年，各区・支所の窓口又は郵送により申請を受け付けている「高齢者インフ

ルエンザ予防接種に係る自己負担区分証明書」発行について，１０月～１１月に

かけて来庁者が多くなることから，感染予防対策として，全面郵送申請への対応

を行う。 

 

  

局名 対象施設数 金額 

総合企画局 1 8,000 

文化市民局 44 265,000 

産業観光局 3 131,000 

合計 48 404,000 

（単位：千円） 
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③ 「支え合い基金」等を活用した医療機関，社会福祉施設等への支援金の創設 

 （保健福祉局・子ども若者はぐくみ局） 

医療機関，社会福祉施設等への「支え合い支援金」の創設 市独自   

９２０，０００千円 

新型コロナウイルスの感染が拡大する状況下において，感染リスクを抱えなが

らも，市民生活を維持するための医療，福祉の提供をいただいた施設へ感謝の意

をお伝えするとともに，今後の第２波，第３波への備えや，ウィズコロナへの対

応においても市民の安心・安全のため力を尽くしていただけるよう，「支え合い基

金」にいただいた寄付金等を活用し，支援金を支給する。 

 

（行財政局） 

京都市新型コロナウイルス感染症対策支援支え合い基金への積立  

３００，０００千円 

新型コロナウイルス感染症対策支援を目的とした寄付金を京都市新型コロナウ

イルス感染症対策支援支え合い基金に積み立てる。 

 

⑵ 京都経済の回復と市民生活の下支え   

＜一般会計 ６，２０４，０００千円＞ 

 

  新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言の解除後，人の移動は段階的

に広がっており，今後の京都経済は，感染症への備えを万全にしつつ，社会経済活

動を再開し，雇用や消費の回復を図っていく段階に入る。 

  ７月補正予算における経済対策では，感染症拡大による消費・需要の減少と，そ

れに伴う休業者・離職者の発生への対策が必要であるとの認識のもと，「消費・需要

回復の下支え」と「ウィズコロナ社会における担い手確保・育成等支援」を最重点

に取り組む。 

  同時に，「新しい生活スタイル」への対応など，新たな社会課題の解決に向けて取

り組む中小企業等の「ウィズコロナ社会への変革支援」を行い，ウィズコロナ社会

における京都経済の回復を支え，域内経済の循環・活性化を加速していく予算とす

る。 

  別紙１ ７月補正予算における経済対策の全体像 

 

  

７月補正予算における経済対策の考え方 
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① 消費・需要回復の下支え 

（産業観光局） 

業界等が一体となった活性化支援事業 市独自 ６００，０００千円 

消費・需要が落ち込んでいる中，個々の企業や事業者が連携し，業界団体等と

して一体となって実施する販売促進等の取組を支援することにより，業界全体の

活性化，消費や需要の回復・拡大につなげる。 

 

（産業観光局・文化市民局） 

伝統文化との融合などによる花需要等の喚起支援 市独自  

３１５，０００千円 

市民が伝統文化（華道・茶道等）に触れる機会を創出し，併せて京の花文化等

に関する情報を発信することにより，花や伝統産業の需要喚起に取り組む。   

 また，商店街・飲食店等が実施する花の装飾や，家族でのお祝い事などで飲食

店を利用する際の個室等の飾花や花束の贈呈等に要する経費を助成することによ

り，花の需要拡大による賑わい創出や飲食店等での売上げ増につなげる。 

（内訳） 

・産業観光局(花を活かした賑わい創出事業)         ８５，０００千円 

・文化市民局(ウィズコロナ社会における「京都市文化芸術総合支援パッケージ」) 

          ２３０，０００千円〔後述〕 

（産業観光局） 

農産物等の販路拡大事業 市独自 ５５，０００千円 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う直売所等の休業や外食需要の減少によ

り大きな影響を受けた農家等を支援するため，「新しい生活スタイル」に即した非

接触型販売手法などの導入支援や，京野菜の販路拡大・販売促進により需要を下

支えし，持続的に営農を行える環境を整備する。 

 

林業経営支援事業 市独自 １１０，０００千円 

新型コロナウイルス感染症の拡大によるサプライチェーンの毀損による住宅建

築着工の遅れや消費・投資の停滞などの影響を受け，木材需要が減少し，供給過

多による木材価格の低下が発生している中，価格の安定と事業継続を図るため，

港湾等への運搬経費を助成することで海外を含む木材販路を開拓する。 

また， 本市の森林整備事業を委託推進することで林業の新たな担い手を確保す

るとともに，「新しい生活スタイル」に対応した林業商品やサービスの開発等に取

組む事業を支援する。 

 

伝統産業つくり手支援事業 市独自 ２１０，０００千円 

【 5月補正 140 百万円 → 7月補正後 350百万円 】 

令和２年度５月補正予算で創設した伝統産業つくり手支援事業の新商品・新素

材の開発に係る補助金について，事業者等からの申請を踏まえ，予算額を増額す

る。    
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商店街緊急支援補助金 市独自 ６０，０００千円 

【 5月補正 60 百万円 → 7月補正後 120百万円 】 

令和２年度５月補正予算で創設した商店街緊急支援補助金について，商店街か

らの申請を踏まえ，予算額を増額する。 

 

衛生対策等の徹底による安心・安全の確保と地域との調和の実現に向けた 

「新しい観光スタイル」の推進 市独自         ２７４，０００千円 

国内から徐々に観光が再開されるに当たっては，市民・観光客双方にとって，安

心・安全を確保することが大前提であり，衛生対策に取り組む店舗や施設等の拡充

や見える化を図るとともに，従前のマナー対策に加え衛生対策等の観点を含めた観

光客への「新しい観光マナー」の啓発，貸切り等により安心して観光できる施設・

体験の紹介や観光地の混雑情報など，幅広い情報発信を行い，市民と観光客の安心・

安全の確保と市民生活・地域コミュニティと観光の更なる調和に取り組む。 

また，新しい魅力としてトレイル等のアウトドアや事前予約が可能な観光施設な

ど，近隣自治体等とも連携を図りながらウィズコロナ社会において安心して楽しめ

る「新しい観光スタイル」のコンテンツを開発する。 

これらの取組について，国のＧｏＴｏキャンペーンとも連動し，発信等を行って

いく。 

 

ウィズコロナ社会に対応した安心・安全の確保等による修学旅行の中止等回避対策 

 市独自 ８８，０００千円 

  新型コロナウイルス感染症に対する不安から，京都への修学旅行の中止や訪問

先変更の動きが生じており，今後この動きが加速する懸念がある。 

  こうした状況を受け，ウィズコロナ社会における「新しい修学旅行」として，

観光関連事業者との連携の下，修学旅行生の安心・安全の確保に全力で取り組み，

発信するとともに，安心して学べる京都ならではの文化体験の提供などを通して，

修学旅行の中止や訪問先変更を回避する。 

 

（産業観光局・総合企画局） 

国際会議施設等における安心・安全なＭＩＣＥの開催推進・支援 市独自 

 １４７，０００千円 

新型コロナウイルス感染症の拡大により，多くのＭＩＣＥが中止・延期され，

関連する経済活動に大きな影響が生じている。 

 ウィズコロナ社会におけるＭＩＣＥ開催の新たなスタイル・ルール等の検討・

発信を行うとともに，感染拡大予防対策を行うＭＩＣＥ施設・主催者への支援，

ＭＩＣＥ誘致のための助成制度の拡充や，京都国際会館のウィズコロナ社会を見

据えた対策に対する支援を行うことにより，市民・ＭＩＣＥ参加者双方にとって

安心・安全なＭＩＣＥの実現とＭＩＣＥ誘致・開催による地域経済の回復・活性

化に取り組む。 

（内訳： 産業観光局 １００,０００千円  総合企画局 ４７,０００千円） 
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② ウィズコロナ社会における担い手確保・育成等支援 

（産業観光局） 

事業継続に向けた中小企業等担い手確保・育成支援事業 市独自  

                          ８００，０００千円 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により離職を余儀なくされた方等の就業

を促進するため，市内中小企業等が事業継続に必要な担い手確保・育成に係る経

費の一部を補助する。 

 また，合同企業説明会や研修会の開催など，各種業界団体が実施する担い手の

確保・育成に向けた取組を支援する。 

 

（保健福祉局・子ども若者はぐくみ局） 

雇用情勢の悪化を契機とする社会福祉施設の担い手確保対策 市独自  

３６，０００千円 

新型コロナウイルス感染症に伴う経済情勢の悪化により失業者等が増加してい

ることから，早期の再就職につなげるとともに，本市社会福祉施策における課題

の一つである担い手確保に資するよう，介護保険施設・障害者福祉施設・児童養

護施設等に採用された方に対し，就労継続奨励金及び就労定着支援金を最大計１

０万円支給する。 

また，就職された方が福祉職場の魅力を発信すること等により，今後の担い手

確保の推進を図る。 
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③ ウィズコロナ社会への変革支援 

（産業観光局） 

「新しい生活スタイル」対応のための衛生対策等支援 市独自 

                           ２４８，０００千円 

 店舗や施設等においては，衛生対策をはじめとした「新しい生活スタイル」への

対応が求められている。こうした事業者に対して，新たに設置した「ウィズコロナ

社会における市民と観光客の安心・安全の確保に向けたアドバイザーチーム」が助

言を行うことにより，取組の徹底を図り，市民の安心・安全を確保していく必要が

ある。 

 このため，同アドバイザーによる相談体制を整備するとともに，助言に基づく感

染症予防・拡大防止対策等の取組を行う店舗や施設等に対する支援を実施する。 

 

中小企業等ＩＴ利活用支援事業 市独自 １２０，０００千円 

ウィズコロナ社会下での「新しい生活スタイル」に対応した事業活動が必要とな

る中，中小企業等のＩＴ利活用を促進し，新たなビジネス展開へとつなげるため，

効果的なシステムの導入に向けて，構想から運用まで伴走型の支援を行う。 

 

地域企業未来力会議によるウィズコロナ社会課題解決事業 市独自  

                           １１，０００千円 

 「新しい生活スタイル」に対応したビジネスモデルの構築など，ウィズコロナ

社会における地域企業の持続的発展に向け，経営課題等の解決に意欲ある若手・

中堅経営者が中心となり，業種の垣根を越えて挑戦する「京都市地域企業未来力

会議」の取組を支援する。 

 

（環境政策局） 

宅配・テイクアウトの利用等に係るプラスチック削減の推進 市独自  

１５，０００千円 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大による外出自粛の影響を受け，飲食店 

からの宅配やテイクアウトの利用の増加等により家庭から排出される使い捨て 

プラスチック製の容器等のプラスチックごみが増加傾向にある。 

宅配・テイクアウト利用に係る使い捨てプラスチック削減のためリユース食 

器の導入やレジ袋，容器等のバイオマスプラスチック素材への転換等に取り組 

む事業者を支援するとともに，市民に対してマイバッグの持参等によるプラス 

チックごみの発生抑制やプラスチック容器の分別の徹底について周知・啓発を 

行う。 
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＜参考＞中小企業等の資金繰り支援の充実          （既定予算対応） 

４月補正予算において府市協調で創設した実質無利子・無保証料融資について，融 

資限度額を引き上げる予定。 

  限度額 ３，０００万円 → ４，０００万円 

※限度額引き上げに伴い必要となる制度融資預託金については，既定予算 

 （４月補正８００億円)により対応する。 

 

７月補正予算で実施する様々な支援策について，各種媒体を活用した積極的な周

知・広報を行うとともに，行政書士会の協力のもと６月１９日から実施している「中

小企業等支援策活用サポートセンター」による申請手続の支援などにより，国や府の

様々な支援策も含めて，支援を必要とする中小企業等に必要な支援が確実に届くよう

取り組む。 

 

④ 困りごとを抱えた方への支援の充実 

（保健福祉局） 

住居確保給付金支給事業 １，１２０，０００千円 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ，令和２年度４月補正予算におい

て支援対象を拡充した「住居確保給付金」について，申請状況を踏まえ，給付金予

算を確保するとともに，相談窓口の体制を強化する。 

 

生活困窮に対する相談体制の強化 ５２，０００千円 

  生活保護や生活困窮に関する相談の今後の増加を見据え，相談体制を強化する。 

  ・福祉事務所の生活保護補助員の配置  ２５，０００千円 

  ・生活困窮者自立相談支援員の増員    ８，７００千円 

  ・就労意欲喚起等支援事業の体制強化  １８，３００千円 

 

就労継続支援事業所に対する生産活動活性化支援 ３０，０００千円 

就労継続支援事業所の生産活動の再起に向けて必要となる費用を支援し，生産活

動の存続を下支えすることを通じ，利用者の働く場及び賃金・工賃の確保を図る。 

 

自殺防止に関する相談体制の強化と相談環境への支援 １９，０００千円 

新型コロナウイルス感染症による経済活動や社会生活への影響が拡大している

状況を踏まえ，失業や休業等による自殺を未然に防止するため，２４時間の相談体

制及び専門家による個別寄り添い支援のしくみを構築する。 
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（子ども若者はぐくみ局） 

ひとり親世帯への臨時特別給付金の支給 １，７９６，０００千円 

新型コロナウイルス感染症の影響により，ひとり親世帯については，子育てに対

する負担の増加や収入の減少などにより特に大きな困難が心身に生じていること

を踏まえ，こうした世帯を支援するため，臨時特別給付金を支給する。 

 

児童養護施設等を退所されて間もない方への支援 市独自 １３，０００千円 

   児童養護施設等を退所し，自ら生計を立て始めて間もない方は，新型コロナウイ

ルスの影響による収入の減少などによる生活の維持，将来への不安などの困難を抱

えていても，身近に支援を求めることができる大人が少ないことから，施設等によ

る生活状況の把握・相談を行うとともに，経済的な支援として，子ども若者はぐく

み事業基金を活用し，給付金を支給する。 

 

子ども食堂等との連携による子どもの見守り強化 ８０，０００千円 

長期間の学校休業や外出自粛，急激な生活環境の変化により，児童虐待リスクが

高まっていることから，子ども食堂や子どもの宅食に取り組む民間団体が，支援を

必要とする子ども等の自宅を訪問するなどし，食事の提供等を通じた状況の把握を

行うために必要な経費を支援し，子どもの見守り体制の強化を図る。 

 

（文化市民局） 

配偶者暴力被害者等への相談支援体制の強化 市独自 ５，０００千円 

特別定額給付金事業の実施に伴い，相談件数が増加しており，今後も，新型コロ

ナウイルス感染症の影響による相談の増加や支援内容の複雑化に対応する必要が

あるため，京都市ＤＶ相談支援センターの相談支援体制を強化し，個別のケースに

即したきめ細やかで切れ目のない支援を行う。 
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⑶ ウィズコロナ社会における安心安全と市民生活の両立支援 

＜一般会計 ７，１７９，０００千円※，特別会計 ３１０，７１１千円＞ 

                           ※再掲除く 

 ① 子ども・学生の学びの保障 

（教育委員会） 

学校再開に伴う学習保障等のための人的体制整備 市独自 

１，０８６，０００千円 

    学校園の感染症対策を徹底しながら，臨時休業による学習の遅れを取り戻し，定

着度に応じたきめ細かな支援を行うため，学習指導員等を追加配置するとともに，

校務支援員を未配置の１５０校園程度に追加配置する。 

 

学校園の感染症予防対策をはじめ関連する学習環境整備 ７５９，０００千円 

  各学校園における感染症予防対策をはじめ関連する学習環境整備について，学校 

 園の状況に応じた必要物品等を校園長判断で迅速かつ柔軟に確保する。 

 

ＧＩＧＡスクール構想の早期実現 市独自 ３，１００，０００千円 

   児童生徒１人１台パソコン端末を早期に整備するとともに，家庭への端末貸与時 

の通信費助成や有害サイトへのフィルタリング対策，遠隔学習時に活用できる大型 

提示装置等，１人１台パソコン端末を積極的に活用するための環境整備を行う。 

 

家庭学習支援及びオンライン教職員研修実施のための環境整備 市独自 

 １２９，０００千円 

    ウィズコロナ社会に対応するため，学校園が作成した動画・教材コンテンツを各

家庭向けに配信できるよう，既存の「総合教材ポータルサイト」を全面リニューア

ルするとともに，オンライン教職員研修の実施及び研修動画の積極的な配信を可能

にし，より効果的・効率的な教職員研修を実施する。 

 

（総合企画局・行財政局） 

学生の安心・安全の確保等に向けた支援  ２１５，０００千円 

・大学における学生支援強化特別対策事業 市独自 １９５，０００千円 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を踏まえ，各大学において，不安

や困難を抱える学生への支援等を新たに実施・充実させる取組に対して，補助を

行う。 

  ・京都芸大における新型コロナウイルス感染拡大防止対策 市独自  

２０，０００千円 

新型コロナウイルス感染拡大防止策として，京都芸大において実施している 

遠隔授業の環境整備や職員の在宅勤務環境整備のほか，大学施設の利用再開に向

けた衛生対策等を支援する。 
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 ② ウィズコロナ社会における福祉・地域コミュニティ・文化芸術の変革支援 

（保健福祉局） 

ウィズコロナ社会における安心安全な社会福祉施設の環境整備事業 市独自  

４５７，０００千円 

介護保険・障害者福祉施設において，Wi-Fi環境の整備助成を行い，オンライン面 

会等の環境整備を支援する。また，夜間の直接介護の時間短縮など，介護現場の負

担軽減を図り，介護の担い手確保に資するよう，就寝時の状態をモニタリングでき

る見守りセンサーの導入経費を助成する。 

 

（子ども若者はぐくみ局） 

オンラインでの子育て等相談支援・連携体制強化事業 ３，０００千円 

各区・支所子どもはぐくみ室及び児童福祉センター等に，タブレット端末を導入 

し，各種相談支援や関係機関との連携などについて，新型コロナウイルス感染症の

感染予防に配慮した，オンラインでの相談支援・連携体制の構築を図る。 

 

（文化市民局・都市計画局） 

ウィズコロナ社会における持続可能な地域コミュニティの構築事業 

 １６０，０００千円 

・ウィズコロナ社会における地域コミュニティの「新しい活動スタイル」普及促進

事業 市独自                       ８，０００千円 

ウィズコロナ社会における地域コミュニティの「新しい活動スタイル」を提唱

し，感染予防をしながら安心して地域活動に取り組んでいただくための方法・ツ

ールを紹介するとともに，地域団体が行う地域コミュニティ活性化に向けた取組

への助成について，ウィズコロナ社会に即した活用ができるよう拡充し，「新しい

活動スタイル」の普及促進を図る。 

  ・地域コミュニティ活性化に資する新たな住まい創出支援事業 市独自  

１５２，０００千円 

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により，地域におけるコミュニティ活

動も制限を受けるなど，京都のまちの活力の低下が懸念される。特に廃業の危機

に直面している京町家等の宿泊施設を放置すると，一層の地域の空洞化等につな

がることから，これらを住まい等として活用するための支援制度を創設すること

で，地域の空洞化の防止や地域コミュニティの活性化を図る。 
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（文化市民局） 

ウィズコロナ社会における「京都市文化芸術総合支援パッケージ」市独自  

２３０，０００千円（再掲） 

   ウィズコロナ社会において，表現方法や鑑賞モデルの変革を求められている文

化芸術関係者に対し，各種支援策等の相談に応じる窓口を開設するほか，ふるさ

と納税型クラウドファンディングを活用した文化芸術活動の再開支援など，緊急

支援から再開支援まで，文化芸術関係者の置かれている状況に応じた切れ目のな

い支援を行う。併せて，ウィズコロナ社会においても，市民が文化芸術に触れる

機会を創出し，心豊かな市民生活につなげる。 

 

京都市新型コロナウイルス感染症対策支援支え合い基金への積立    

２０，０００千円 

   文化芸術活動の再開支援を目的として，ふるさと納税型クラウドファンディン

グを活用した寄付金を京都市新型コロナウイルス感染症対策支援支え合い基金

に積み立てる。 

 

③ 地域公共交通への支援 

 ア 一般会計 

（都市計画局） 

地域公共交通における感染拡大防止・運行維持確保緊急対策事業 市独自  

３３０，０００千円  

 新型コロナウイルス感染症の拡大による外出自粛で経営に深刻な影響が生じて

いる公共交通事業者に対し，感染拡大防止対策や運行維持のための取組を支援す

ることで，市民が安心・安全に利用することができる公共交通の維持・確保を図

る。 

 

（行財政局） 

市バス・地下鉄における感染拡大防止・運行維持確保緊急対策事業 市独自  

９２０，０００千円 

（自動車運送事業特別会計繰出金 ４３５，０００千円，高速鉄道事業特別会計繰出金 ４８５，０００千円） 

市バス・地下鉄事業が実施する感染拡大防止対策や運行維持のために必要とな

る一般会計繰出金を増額補正する。 
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イ 特別会計 

（交通局） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した感染拡大防止 

対策等 市独自                    ３１０，７１１千円 

（自動車運送事業特別会計 ２１９，４３３千円，高速鉄道事業特別会計 ９１，２７８千円） 

社会経済活動の再開と感染拡大防止の両立が求められる中，市バス・地下鉄を

より安全・安心に御利用いただけるよう，これまでから取り組んできた車両及び

駅の定期消毒や地下鉄主要駅へのアルコール消毒液の設置等を継続して実施する

ことに加え，市バス・地下鉄全車両への抗ウイルス加工の実施や駅券売機等のタ

ッチパネルへの抗菌シートの設置などの更なる感染拡大防止対策に取り組む。 

また，全国で展開される「ＧｏＴｏキャンペーン」の状況に併せ，国内のお客

様をターゲットに市バス・地下鉄をより多く御利用いただけるよう取組を行う。 

 

⑷ 新型コロナウイルス感染症対策予備費 ＜一般会計 １，４３７，０００千円＞ 

   （行財政局） 

  新型コロナウイルス感染症対策予備費 １，４３７，０００千円 

新型コロナウイルス感染症の第２波，第３波が発生した際に必要となる感染拡

大防止策などの緊急対応など，不測の事態に備えるため，当初予算の見直しによ

り捻出した財源を活用し，予備費として計上する。 
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⑸ 当初予算の見直しによる財源の捻出        △１，５９５，７１１千円 

＜一般会計 △１，３７６，０００千円＞ 

新型コロナウイルス感染症対策を確実に実施するため，既に休止した，又は休

止を決定した事業及び経費の節減に努めた事業を減額補正するとともに，各局が

所管する基金について，条例の規定に基づき取崩し等を行うことで，約２４億円

の一般財源を捻出する。 

（ア）減額補正     △１，３７６，０００千円  別紙２－１参照 

（一般財源の捻出額：約１２億円） 

（イ）基金の取崩し等  財源更正          別紙３参照 

（一般財源の捻出額：約１２億円） 

 

 

 

 

 

 

＜特別会計 △２１９，７１１千円＞     

  （ア）減額補正 別紙２－２参照 

（保健福祉局） 

    介護保険事業特別会計   △１０，０００千円 

（交通局） 

    自動車運送事業特別会計 △１９６，４３３千円 

高速鉄道事業特別会計   △１３，２７８千円 

 

⑹ 財源更正 

（子ども若者はぐくみ局） 

財源更正（乳児の健康診査における個別健診） 

令和２年度５月補正予算で計上した保育園等における健診再開等に向けた環境

整備のうち，乳児の健康診査における個別健診に係る経費について，国補助金及

び府補助金を活用できることとなったため，財源更正を行う。 

変更前 国補助金：31,000（うち臨時交付金 31,000） 府補助金：    0 

変更後 国補助金：23,800（うち臨時交付金 16,900） 府補助金：7,200 

 

  

（参考）  

上記財源の捻出のほか，事業の本質を踏まえ，今後のあり方を検討している

ため，現時点で執行を留保している事業 参考資料参照 

合計 ８０事業 ７２８，９３６千円  
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（保健福祉局・子ども若者はぐくみ局） 

財源更正（臨時交付金充当対象外事業） 

    令和２年度４月及び５月補正予算で計上した臨時交付金を充当した補助事業 

のうち，充当対象外となることが判明した事業の財源更正を行い，新たな本市単

独事業の財源として活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜４月，５月補正＞

国庫補助事業 国庫支出金
地方負担

（臨時交付金）

＜７月補正＞

国庫補助事業
（財源更正）

国庫支出金
地方負担
（一般財源）

新たな市独自事業 臨時交付金

＜財源更正額＞ 

臨時交付金６１８，０００千円 ⇒ 一般財源６１８，０００千円 

 

＜主な事業（財源更正額）＞ 

○４月補正予算 

 相談・検査体制の強化等 ３４６，０００千円 

 保育園登園自粛者等への利用者負担額（保育料）の還付 ９０，０００千円 

 住居確保給付金の支援対象の拡充等 ３９，０００千円  等 

 

○５月補正予算 

 ＰＣＲ検査の拡充，相談体制の充実 ４６，０００千円 

 ホームレス自立支援事業の拡充 ２５，０００千円  等 
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４ 補正予算の財源内訳 

⑴  一般会計 

 

 

 

 

 

 ＜内訳＞ 

   ○ 増額補正分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 減額補正・財源捻出のための基金取崩し等分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

項　　目 補正額

特定財源 16,271
使用料及び手数料△41，国庫支出金13,686，府支出金675，
寄附金319，繰入金1,651，諸収入△1，市債△18

一般財源 0

合　計 16,271

内　　　　　　　　　容

（単位：百万円）

項　　目 補正額

特定財源 1,001
使用料及び手数料△41，国庫支出金△85，府支出金△11，
寄附金△1，繰入金1,158，諸収入△1，市債△18

一般財源 △ 2,377

合　計 △ 1,376

内　　　　　　　　　容

（億円）

当初予算の見直しによる財源の捻出（一般財源） 23.8

減額補正 11.7
　事業の休止や経費の節減

基金の取崩し等 12.1
　条例の規定に基づき基金の取崩し等を行い，既存事業に財源充当
することで，他の事業に活用できる一般財源を捻出

捻出した財源の活用（一般財源） 23.8

増額補正に必要な一般財源（予備費除く） 9.4

新型コロナウイルス感染症対策予備費を計上 14.4

（単位：百万円）

項　　目 補正額

特定財源 15,270 国庫支出金13,771，府支出金686，寄附金320，繰入金493

一般財源 2,377

合　計 17,647

内　　　　　　　　　容

医療機関，社会福祉施設等への「支え合い支援金」の創

設 460

児童養護施設等を退所されて間もない方への支援 13

新しい生活スタイルにおける「京都市文化芸術総合支援

パッケージ」20

別表参照

検査体制の強化 8

住居確保給付金支給事業 236

生活困窮に対する相談体制の強化 2

学校再開に伴う学習保障等のための人的

体制整備 76

財源更正（臨時交付金充当対象外事業）

618
新型コロナウイルス感染症対策予備費

1,437

検査体制の強化 32

社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策 464

感染予防対策に係るリスクコミュニケーション事業 2

自殺防止に関する相談体制の強化と相談環境への支援 10

学校園の感染症予防対策をはじめ関連する学習環境整備 8

ウィズコロナ社会における安心安全な社会福祉施設の環境整備 164

財源更正（乳児の健康診査における個別健診）7

京都市新型コロナウイルス感染症対策支援支え合い基金への積立 320
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＜参考＞新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵  特別会計 

○ 増額補正分 
 

会計名 経費 特定財源 左の内訳 

自動車運送事業特別会計 219 435 繰入金 435 

高 速 鉄 道 事 業 特 別 会 計 91 485 繰入金 485 

 

○ 減額補正分 
 

 

 

 

 

  

  

 

  

会計名 経費 特定財源     左の内訳 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 △10 △10 
国庫支出金△3，府支出金△2，

諸収入△4，繰入金△1 

自動車運送事業特別会計 △196 △109 繰入金△70，市債△39 

高 速 鉄 道 事 業 特 別 会 計 △13 △13 繰入金△13 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

 

9月補正で活用 

（単位：百万円）

活用済
額

残額
(ア-イ-ウ)

ア
1次

交付額
2次

交付額
財源更
正分

イ ウ
事業充
当分

財源
更正

エ

地方単独事業 14,661 3,160 10,883 618 4,416 9,267 9,281 △14 978

国庫補助事業
の地方負担額

1,076 560 1,178 △618

合計 5,492 9,827 10,459 △632

活用可能額 7月補正活用額

時期未定 時期
未定
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＜別表：国庫支出金の内訳＞ （単位：百万円）

地方
単独分

国補助事業の
地方負担分

⑴ 第２波，第３波に備えた検査体制の強化，感染拡大防止対策

新型コロナウイルス感染症に係る検査体制の強化 8

避難所における更なる感染拡大防止対策【市独自】 268 268

社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策 110 48 6

障害福祉サービス事業所，児童養護施設等に対するサービス継続
支援

128 10

要介護認定の専従訪問調査員への慰労金支給【市独自】 5 5

介護保険施設等職員向け研修の実施【市独自】 1 1

保健福祉センターでの健診業務等における感染症対策【市独自】 17 17

救急活動における感染防止対策【市独自】 20 20

市所管施設における感染拡大防止対策【市独自】 64 26 22

本市所管施設の利用キャンセルに伴う利用料の還付【市独自】 404 404

高齢者の窓口混雑解消のためのインフルエンザ予防接種自己負担
区分証明書の全面郵送申請化【市独自】

77 77

医療機関・社会福祉施設等への「支え合い支援金」の創設
【市独自】

460 460

⑵ 京都経済の回復と市民生活の下支え

業界等が一体となった活性化支援事業【市独自】 600 600

伝統文化との融合などによる花需要等の喚起支援【市独自】 295 295

（ウィズコロナ社会における「京都市文化芸術総合支援パッケー
ジ」【市独自】を含む）

農産物等の販路拡大事業【市独自】 55 55

林業経営支援事業【市独自】 110 110

伝統産業つくり手支援事業【市独自】 210 210

商店街緊急支援補助金【市独自】 60 60

衛生対策等の徹底による安心・安全の確保と地域との調和の実現
に向けた「新しい観光スタイル」の推進【市独自】

274 274

ウィズコロナ社会に対応した安心・安全の確保等による修学旅行
の中止等回避対策【市独自】

88 88

国際会議施設等における安心・安全なＭＩＣＥの開催推進・支援
【市独自】

147 147

事業継続に向けた中小企業等担い手確保・育成支援事業
【市独自】

800 800

雇用情勢の悪化を契機とする社会福祉施設の担い手確保対策
【市独自】

36 36

事業名 金　額
左記のうち，臨時交付金
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地方
単独分

国庫補助事業
の地方負担分

「新しい生活スタイル」対応のための衛生対策等支援【市独自】 248 248

中小企業等ＩＴ利活用支援事業【市独自】 120 120

地域企業未来力会議によるウィズコロナ社会課題解決事業
【市独自】

11 11

宅配・テイクアウトの利用等に係るプラスチック削減の推進
【市独自】

15 15

住居確保給付金支給事業 884 44

生活困窮に対する相談体制の強化 50 12

就労継続支援事業所に対する生産活動活性化支援 30

自殺防止に関する相談体制の強化と相談環境への支援 9 9

ひとり親世帯への臨時特別給付金の支給 1,796

子ども食堂等との連携による子どもの見守り強化 80

配偶者暴力被害者等への相談支援体制の強化【市独自】 5 5

⑶ウィズコロナ社会における安心安全と市民生活の両立支援

学校再開に伴う学習保障等のための人的体制整備【市独自】 1,010 34 627

学校園の感染症予防対策をはじめ関連する学習環境整備 751 376

ＧＩＧＡスクール構想の早期実現【市独自】 3,100 2,800 70

家庭学習支援及びオンライン教職員研修実施のための環境整備
【市独自】

129 129

大学における学生支援強化特別対策事業　【市独自】 195 195

京都芸大における新型コロナウイルス感染拡大防止対策【市独
自】

20 20

ウィズコロナ社会における安心安全な社会福祉設の環境整備事業
【市独自】

293 293

オンラインでの子育て等相談支援・連携体制強化事業 3 2

ウィズコロナ社会における地域コミュニティの「新しい活動スタ
イル」普及啓発事業【市独自】

8 8

地域コミュニティ活性化に資する新たな住まい創出支援事業【市
独自】

152 152

（再掲）ウィズコロナ社会における「京都市文化芸術総合支援
パッケージ」【市独自】

210 210

地域公共交通における感染拡大防止・運行維持確保緊急対策事業
【市独自】

330 330

市バス・地下鉄における感染拡大防止・運行維持確保緊急対策事
業【市独自】

920 920

⑷財源更正

財源更正（乳児の健康診査における個別健診） △7 △14

財源更正（臨時交付金充当対象外事業） △618 △618

13,771 9,267 560合　　　計

事業名 金　額
左記のうち，臨時交付金
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  ＜各事業に関するお問い合わせ先＞

担当局 担当課 問い合わせ先

（１）第2波，第3波に備えた検査体制の強化，感染拡大防止対策

①検査体制の強化

新型コロナウイルス感染症に係る検査体
制の強化

保健福祉局
医療衛生推進室
医療衛生企画課

222-4244

②感染予防・拡大防止対策

避難所における更なる感染拡大防止対策 行財政局 防災危機管理室 222-3210

①保健福祉局 保健福祉総務課 222-3366

②子ども若者
　はぐくみ局

子ども若者未来部
育成推進課

子ども若者未来部
子ども家庭支援課

幼保総合支援室

746-7610

746-7625

251-2390

①保健福祉局 障害保健福祉推進室 222-4161

②子ども若者
　はぐくみ局

子ども若者未来部
子ども家庭支援課

746-7625

要介護認定の専従訪問調査員への慰労金
支給

保健福祉局 介護ケア推進課 213-5871

感染予防対策に係るリスクコミュニケー
ション事業

保健福祉局
医療衛生推進室
医療衛生企画課

222-4244

介護保険施設等職員向け研修の実施 保健福祉局 介護ケア推進課 213-5871

（がん検診等）
健康長寿企画課

222-3411

（介護認定審査会）
介護ケア推進課

213-5871

②子ども若者
　はぐくみ局

子ども若者未来部
子ども家庭支援課

746-7625

救急活動における感染防止対策 消防局 総務部総務課 212-6635

①行財政局 防災危機管理室 222-3210

②文化市民局
文化芸術都市推進室
文化芸術企画課

366-0033

③文化市民局 美術館総務課 771-4107

④子ども若者
　はぐくみ局

子ども若者未来部
子育て支援総合セン
ターこどもみらい館

254-5001

⑤教育委員会
京都市青少年科学セ
ンター

642-1601

項　　　目

社会福祉施設等における新型コロナウイ
ルス感染拡大防止対策
①高齢者施設等，福祉避難所（妊産婦除
く）
②児童福祉施設等，福祉避難所（妊産
婦）

障害福祉サービス事業所，児童養護施設
等に対するサービス継続支援
①障害福祉サービス事業所
②児童養護施設等

保健福祉センターでの健診業務等におけ
る感染症対策
①がん検診等
②乳幼児健康診査
③介護認定審査会

①③
保健福祉局

市所管施設における感染拡大防止対策
①非接触型体温計の配備（施設全般）
②京都芸術センター
③京都市京セラ美術館
④こどもみらい館（こども元気ランド）
⑤青少年科学センター
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担当局 担当課 問い合わせ先

③「支え合い基金」等を活用した医療機関，社会福祉施設等への「支え合い支援金」の創設

①保健福祉局 保健福祉総務課 222-3366

②子ども若者
はぐくみ局

子ども若者未来部
育成推進課

子ども若者未来部
子ども家庭支援課

幼保総合支援室

746-7610

746-7625

251-2390

京都市新型コロナウイルス感染症対策支
援支え合い基金への積立

行財政局 総務部総務課 222-3044

（２）京都経済の回復と市民生活の下支え

①消費・需要回復の下支え

業界等が一体となった活性化支援事業 産業観光局 産業企画室 222-3333

①産業観光局
農林振興室農林企画
課

222-3351

②文化市民局
文化芸術都市推進室
文化芸術企画課

366-0033

農産物等の販路拡大事業 産業観光局
農林振興室農林企画
課

222-3351

林業経営支援事業 産業観光局
農林振興室林業振興
課

222-3346

伝統産業つくり手支援事業 産業観光局
クリエイティブ産業
振興室

222-3337

商店街緊急支援補助金 産業観光局
地域企業イノベー
ション推進室

222-3340

衛生対策等の徹底による安心・安全の確
保と地域との調和の実現に向けた「新し
い観光スタイル」の推進

産業観光局 観光ＭＩＣＥ推進室 746-2255

ウィズコロナ社会に対応した安心・安全
の確保等による修学旅行の中止等回避対
策

産業観光局 観光ＭＩＣＥ推進室 746-2255

国際会議施設等における安心・安全なＭ
ＩＣＥの開催推進・支援

産業観光局
総合企画局

観光ＭＩＣＥ推進室
総合政策室

746-2255
222-4200

②ウィズコロナ社会における担い手確保・育成等支援

事業継続に向けた中小企業等担い手確
保・育成支援事業

産業観光局 産業企画室 222-3756

（障害者施設）
障害保健福祉推進室

222-4161

（介護保険施設）
介護ケア推進課

213-5871

②子ども若者
はぐくみ局

子ども若者未来部
子ども家庭支援課

746-7625

項　　　目

雇用情勢の悪化を契機とする社会福祉施
設の担い手確保対策
①介護保険施設・障害者施設
②児童養護施設等

医療機関，社会福祉施設等への「支え合
い支援金」の創設
①医療機関・高齢者施設・障害者施設
②児童福祉施設等

伝統文化との融合などによる花需要等の
喚起支援
①花を活かした賑わい創出事業
②ウィズコロナ社会における「京都市文
化芸術総合支援パッケージ」

①保健福祉局
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  担当局 担当課 問い合わせ先

③ウィズコロナ社会への変革支援

「新しい生活スタイル」対応のための衛
生対策等支援

産業観光局 観光ＭＩＣＥ推進室 746-2255

中小企業等ＩＴ利活用支援事業 産業観光局
産業イノベーション
推進室

222-3324

地域企業未来力会議によるウィズコロナ
社会課題解決事業

産業観光局
地域企業イノベー
ション推進室

222-3329

宅配・テイクアウトの利用等に係るプラ
スチック削減の推進

環境政策局
循環型社会推進部ご
み減量推進課

213-4930

④困りごとを抱えた方への支援の充実

住居確保給付金支給事業

生活困窮に対する相談体制の強化

就労継続支援事業所に対する生産活動活
性化支援

保健福祉局 障害保健福祉推進室 222-4161

自殺防止に関する相談体制の強化と相談
環境への支援

保健福祉局 障害保健福祉推進室 222-4161

ひとり親世帯への臨時特別給付金の支給
子ども若者
はぐくみ局

子ども若者未来部
子ども家庭支援課

746-7625

児童養護施設等を退所されて間もない方
への支援

子ども若者
はぐくみ局

子ども若者未来部
子ども家庭支援課

746-7625

子ども食堂等との連携による子どもの見
守り強化

子ども若者
はぐくみ局

子ども若者未来部
子ども家庭支援課

746-7625

配偶者暴力被害者等への相談支援体制の
強化

文化市民局 共生社会推進室 222-3091

（３）ウィズコロナ社会における，安心安全と市民生活の両立支援

①子ども・学生の学びの保障

学校再開に伴う学習保障等のための人的
体制整備

教育委員会 総務部教職員人事課 222-3781

学校園の感染症予防対策をはじめ関連す
る学習環境整備

教育委員会 総務部総務課 222-3769

ＧＩＧＡスクール構想の早期実現 教育委員会
総務部
学校事務支援室

841-3505

家庭学習支援及びオンライン教職員研修
実施のための環境整備

教育委員会
京都市総合教育セン
ター研修課

708-8920

大学における学生支援強化特別対策事業 総合企画局 総合政策室 222-3103

京都芸大における新型コロナウイルス感
染拡大防止対策

行財政局 総務部総務課 222-3045

②ウィズコロナ社会における福祉・地域コミュニティ・文化芸術の変革支援

①文化市民局 地域自治推進室 222-3049

②都市計画局
まち再生・創造推進
室

222-3503

ウィズコロナ社会における「京都市文化
芸術総合パッケージ」

文化市民局
文化芸術都市推進室
文化芸術企画課

366-0033

保健福祉局

項　　　目

生活福祉部
生活福祉課

251-1175

ウィズコロナ社会における持続可能な地
域コミュニティの構築事業
①ウィズコロナ社会における地域コミュ
ニティの「新しい活動スタイル」普及促
進事業
②地域コミュニティ活性化に資する新た
な住まいの創出支援事業
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 担当局 担当課 問い合わせ先

（障害者施設）
障害保健福祉推進室

222-4161

（介護保険施設）
介護ケア推進課

213-5871

オンラインでの子育て等相談支援・連携
体制強化事業

子ども若者
はぐくみ局

子ども若者未来部
子ども家庭支援課

子ども若者未来部児
童福祉センター

746-7625

801-2171

③地域公共交通への支援

地域公共交通における感染拡大防止・運
行維持確保緊急対策

都市計画局
歩くまち・京都推進
室

222-3483

新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金を活用した感染拡大防止対策
等

交通局 企画総務部財務課 863-5080

項　　　目

ウィズコロナ社会における安心安全な社
会福祉施設の環境整備事業

保健福祉局


